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１

大阪府医師会

新生児聴覚スクリーニングを受け
学齢期に達した児童の現況

佐野　光仁

１．はじめに
　大阪府に新生児聴覚スクリーニング検査体制が構
築されたのは２００３年（平成１５年）であった。
その３年後の２００６年（平成１８年）大阪府にお
ける新生児聴覚スクリーニング検査マニュアルが完
成した。以来大阪では新生児聴覚スクリーニング実
施産科医療機関、ＡＢＲ施行可能病院、精密検査施
行病院、療育・教育実施機関の協力のもとに新生児
聴覚スクリーニング事業が粛々と行われてきた。こ
の事業の課題は大阪府における新生児聴覚スクリー
ニング検査データの集積・有効性の検証、スクリー
ニング検査に対する保護者の心理への対応、地域で
の聴覚障害児とその家族の心のケアーであった。今
回、大阪府立母子保健総合医療センターにおける高
度難聴児の学齢期の進路について検討し、聴覚スク
リーニング事業の有用性について検討した。

２．新生児聴覚スクリーニング検査でＲｅｆｅｒと
診断され、精密検査で両側高度感音難聴児に対する
対応
　大阪府下では新生児聴覚スクリーニング検査で両
側高度の感音難聴児が発見されると、０～２歳まで
では社会福祉法人大阪府肢体不自由児協会のぴょん
ぴょん教室の寝屋川教室、池田教室、吹田教室、泉
北教室と大阪府立堺聴覚支援学校内のあいあい教室
と大阪府立生野聴覚支援学校のぴよぴよ教室、大阪
市聴覚特別支援学校と社会福祉法人愛徳福祉会のゆ
うなぎ園の合計８教室でこどもの療育、保護者への
支援が早期療育事業として行われる。（表１）

　これらの教室は大阪府の北部から南部に均等に分
布している。（図１）
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１、 はじめに 
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　３～５歳までの早期療育事業は大阪市聾学校幼稚
部、大阪府立生野聴覚支援学校幼稚部、大阪府立堺
聴覚支援学校幼稚部、社会福祉法人愛徳福祉会ゆう
なぎ園の４か所において幼児教育が行われている。

（表２）これらの教室は大阪市内を中心に存在して
いる。（図２）
 

　６歳以降の学齢期になると大阪市立聾学校、大阪
府立生野聴覚支援学校、大阪府立堺聴覚支援学校の
３か所の聴覚支援学校に在籍するか地域の学校に在
籍したまま、通級の制度を利用して聴覚支援学校に
通い児童、生徒の教育相談が受けられるシステムに
なっている。（表３）　支援学校は大阪市内を中心に
配置されている。（図３）

３．高度難聴児の学齢期の進路
　大阪府立母子保健総合医療センターにおける、高
度難聴児が学齢期に達した進路動向を２００２年か
ら２００５年の４年間について調査した。
２００２年（１０歳児）に新生児聴覚スクリーニン
グ検査を大阪府立母子センターに精密検査を依頼さ
れた人数は１１３人、このうち両側高度感音難聴と
判明した人数は３６名でした。２００３年（９歳児）
に精密検査を依頼された人数は１１３名、このうち
両側高度感音難聴と判明した人数は３９名でした。
２００４年（８歳児）に精密検査を依頼された人数
は１５６名、このうち両側高度漢音難聴と判明した
人数は３９名でした。２００５年（７歳児）に精密
検査を依頼された人数は１４０名、このうち両側高
度感音難聴と判明した人数は２０名でした。（図４）
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い、児童・生徒の教育相談が受けられるシステムに
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３．高度難聴児の学齢期の進路 
大阪府では現在のところ医師会における新生児聴覚

スクリーニング事業は停止しているため、府下全体

の学齢期の児童の動向は把握できないので、大阪府

立母子保健総合医療センターにおける学齢期に達し

た児童の進路について調査した。２００２年（現在

１０歳児）に新生児聴覚スクリーニング検査で大阪

府立母子センターに精密検査を依頼された人数は１

１３人、このうち両側高度感音難聴と判明した人数

は３６名、２００３年（現在９歳児）、のそれはそれ

ぞれ １１３名と３９名、２００４年（現在８歳児）
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 　両側高度難聴児の年齢別の進路を調べてみると
２００２年（１０歳児）では聴覚支援学校に通学し
ている児童は９名、地域の学校に通学している児童
は２４名、支援学校に通学している児童は５名でし
た。
　２００３年（９歳児）ではそれぞれ８名、２９名、
２名でした。２００４年（８歳児）ではそれぞれ６名、
２９名、１０名でした。２００５年（７歳児）では
それぞれ３名、１３名、4 名でした。
　地域の学校に通学している割合が各年代ともに多
く、聴覚支援学校に通っている割合は年代（若年者
ほど）とともに減少する傾向が認められる。この理
由としては、新生児聴覚スクリーニングにより早期
の補聴器の装用、人工内耳手術を受けた児童の増加
など、難聴児に対する早期の介入が功を奏している
と考えられる。また支援学校に通っている児童につ
いてみると重複障害を持ち支援学校に通学している
なかで聴覚障害児も増加する傾向が認められる。（図
５）

４．まとめ
　新生児聴覚スクリーニング検査を受ける新生児の
増加とともに、精密検査を必要とした新生児は増加
している。難聴児の学齢期の進路は早期の聴覚学習
の関与、人工内耳手術を受けた児童の増加とともに
地域の学校への通学が増加する傾向がある。また聴
覚障害を持った重複障害児の児童が増加しているこ
となど今後問題も多く、大阪府全体の新生児聴覚ス
クリーニングデータのさらなる集積・解析が必要で
ある。一部補助金の削減も検討されているが、難聴
児の療育に対する援助は今後ますます必要になると
考えられる。

 

3 

のそれはそれぞれ１５６名と３９名、２００５年（現

在７歳児）のそれはそれぞれ１４０名と２０名でし

た。（図４）  

精密検査人数と両側難聴例
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両側難聴児の年齢別の進路を調べてみると２００２

年（現在１０歳児）では聴覚支援学校に通学してい

る児童は９名、地域の学校に通学している児童は２

４名、支援学校に通学している児童は５名でした。 
２００３年（現在９歳児）のそれはそれぞれ８名、

２９名、２名でした。２００４年（現在８歳児）の

それはそれぞれ６名、２９名、１０名でした。２０

０５年（現在７歳児）のそれは３名、１３名、４名

でした。 
地域の学校に通学している割合が年代（若年者ほど）

ともに増加し聴覚支援学校に通っている割合は年代

（若年者ほど）とともに減少する傾向が認められる。

この理由としては早期の補聴器の装用の増加、人工

内耳手術を受けた児童の増加など、難聴児に対する

早期の介入が功を奏していると考えられる。また支

援学校に通っている児童についてみると重複障害を

持ち支援学校に通学しているなかで聴覚障害児も増

加する傾向にある。（図５） 
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           図５ 
４．まとめ 
新生児聴覚スクリーニング検査を受ける新生児の増

加とともに、精密検査を必要とする新生児は増加し

ている。難聴児の学齢期の進路は早期の聴覚学習の

関与、人工内耳手術の増加とともに地域の学校への

通学が増加する傾向にある。また聴覚障害を持った

重複障害児の児童が増加していることなど今後問題

も多く、大阪府全体の新生児聴覚スクリーニングデ

ータのさらなる集積・解析が必要である。一部難聴

児の早期教育の補助金のあり方について検討されて

いるが、難聴児の療育に対する援助は今後ますます

必要になると考えられる。 
 


